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   小金井市子ども・子育て会議条例 

 

 （設置） 

第１条 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第７７条第１項の規定に

基づき、小金井市子ども・子育て会議（以下「子ども・子育て会議」という。）を

置く。 

 （所掌事務） 

第２条 子ども・子育て会議は、次に掲げる事務を処理するほか、市長の諮問に応じ、

子ども・子育て支援に関する事項について調査審議し、意見を述べることができる。 

⑴ 特定教育・保育施設の利用定員の設定に関し意見を述べること。 

⑵ 特定地域型保育事業の利用定員の設定に関し意見を述べること。 

⑶ 子ども・子育て支援事業計画の策定及び変更に関し意見を述べること。 

⑷ 子ども・子育て支援に関する施策の総合的かつ計画的な推進に関し必要な事項

及び当該施策の実施状況を調査審議すること。 

 （組織） 

第３条 子ども・子育て会議は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する委員１５人

以内をもって組織する。 

⑴ 市民 ５人以内 

⑵ 教育又は子ども・子育て支援に関する機関又は組織に属する者 ６人以内 

⑶ 学識経験者 ４人以内 

２ 前項第１号の委員は、公募によるものとし、当該委員のうちに、子どもの保護者

である者が含まれるようにしなければならない。 

 （委員の任期） 

第４条 委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、原則として連続して３

期を超えてはならない。 

２ 補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 （会長） 

第５条 子ども・子育て会議に会長を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、子ども・子育て会議を代表し、会務を総理する。 

３ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、あらかじめその指名する委員

がその職務を代理する。 
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 （専門委員） 

第６条 子ども・子育て会議に、専門の事項の調査審議のために必要があるときは、

専門委員を置くことができる。 

２ 専門委員は、当該専門の事項に関し学識経験を有する者その他適当と認める者の

うちから市長が委嘱する。 

３ 専門委員の任期は、当該専門の事項の調査審議が終了したときまでとする。 

 （会議） 

第７条 子ども・子育て会議は、会長が招集する。 

２ 子ども・子育て会議は、委員の半数以上の者が出席しなければ会議を開くことが

できない。  

３ 子ども・子育て会議の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のとき

は、会長の決するところによる。 

４ 子ども・子育て会議は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求め、

その意見を聴き、又は説明を求めることができる。 

 （部会） 

第８条 子ども・子育て会議に、必要に応じて部会を置くことができる。 

２ 部会は、会長が指名する委員及び専門委員をもって組織する。 

３ 部会に部会長を置き、当該部会に属する委員のうちから会長が指名する。 

４ 部会長は部会を代表し、会務を総理する。 

５ 部会長に事故があるとき、又は部会長が欠けたときは、あらかじめその指名する

委員がその職務を代理する。 

６ 前条及び次条の規定は、部会について準用する。この場合において「子ども・子

育て会議」とあるのは「部会」と、「会長」とあるのは「部会長」と読み替えるも

のとする。 

 （会議の公開） 

第９条 子ども・子育て会議の会議は、公開する。ただし、公開することが子ども・

子育て会議の適正な運営に支障があると認められるときは、非公開とすることがで

きる。 

 （庶務） 

第１０条 子ども・子育て会議の庶務は、子ども・子育て支援事業を所管する課にお

いて処理する。 
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 （委任） 

第１１条 この条例に定めるもののほか、子ども・子育て会議の組織及び運営に関し

必要な事項は、別に定める。 

 

   付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２６年４月１日から施行する。 

 （子ども・子育て会議の委員） 

２ この条例の施行の際、現に次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律第１２０

号）第２１条第１項の規定に基づき小金井市が設置する次世代育成支援対策地域協

議会の委員に委嘱されている者は、子ども・子育て会議の委員とみなす。 

 （委員の任期に関する特例） 

３ この条例の施行の日以後最初に委嘱される委員の任期は、第４条の規定にかかわ

らず、平成２７年３月３１日までとする。 

（特別職の給与に関する条例の一部改正)  

４ 特別職の給与に関する条例（昭和３１年条例第２２号）の一部を次のように改正

する。 

別表第３中 

 「 

社会福祉委員 月額 １１，０００円 

                             」を 

 「 

社会福祉委員 月額 １１，０００円 

子ども・子育て会議 会長 日額 １１，０００円 

委員 日額 １０，０００円 

                                」に改める。 

 


